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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第23期 

第１四半期 
累計期間 

第24期 
第１四半期 
累計期間 

第23期 

会計期間 
自2019年４月１日 
至2019年６月30日 

自2020年４月１日 
至2020年６月30日 

自2019年４月１日 
至2020年３月31日 

売上高 （千円） 812,292 737,934 3,126,010 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △24,071 2,297 61,970 

当期純利益又は四半期純損失

（△） 
（千円） △28,895 △5,306 45,665 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 771,110 771,110 771,110 

発行済株式総数 （株） 3,815,734 3,815,734 3,815,734 

純資産額 （千円） 1,467,008 1,535,960 1,542,836 

総資産額 （千円） 2,333,523 2,340,606 2,403,396 

１株当たり当期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△） 
（円） △7.57 △1.39 11.96 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 

自己資本比率 （％） 62.9 65.6 64.2 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当第１四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）業績の状況

（経営成績）

 当第１四半期における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う経済停滞により、極めて厳しい

状況で推移しました。緊急事態宣言解除後、足下では経済活動が再開されつつありますが、景気の先行きについ

ては新型コロナウイルス感染拡大第２波の到来が懸念されており、先行きは極めて不透明な状況にあります。

 ネットワークセキュリティ業界においては、新型コロナウイルス感染拡大防止対策として急速に進展するテレ

ワーク等働き方の変化に伴い、サイバーリスクの及ぶ範囲とその被害は大幅に拡大してきております。テレワー

クを安全に実施するためには、事業所に出勤することを前提とした従来型システムのセキュリティ対策だけでは

なく、リモートワークを前提としたシステムのセキュリティ対策を講じる必要性があり、セキュリティの重要性

はますます高まっております。

 このような環境の下、当社は、次代を先取りしたオンリーワン商品の投入と、当社セキュリティ・ノウハウを

組み合わせたハイブリッド型サービスビジネスを加速させると共に、これまで培ってきたイスラエルとのコネク

ションを生かした投資育成事業を推進させることに注力しております。また、公共やエンタープライズ向けのIT

セキュリティ分野に加え、全く新しい市場が立ち上がるコネクテッドカー及びIoT分野を含めたセキュリティ市

場を対象に、グローバルな新潮流を体現した独自のポジショニングの確立を図ります。その上で、経営スローガ

ンである「One Step Ahead of the Game ～ その一手先へ」を掲げて、経営理念を軸とした理念経営を推進して

いくことで、中長期的な成長基盤を確実なものとします。

 主な活動内容としては、Hysolate社（イスラエル）と契約を締結し、クライアント端末のOS分離ソリューショ

ン「Hysolate」の販売を開始いたしました。Hysolateは、複数のWindowsやLinux等のOSを稼働させることが可能

なクライアント端末向けハイパーバイザーです。現在急速に普及しているテレワークにおいては、社内ネットワ

ーク（クラウド含む）に接続するクリーン環境用の内部OSと、Webや、メール、Web会議（Zoom等）等、インター

ネット接続による脆弱性が懸念されるダーティ環境用の外部OSをわけることで、ネットワーク分離を実施しま

す。万一外部OSにマルウェアが侵入しても、OS毎に完全分離しているため、内部OSを経由した社内ネットワーク

への侵害を防ぐことができます。テレワークは一過性の変化では無く、コロナ禍を機にニューノーマルとして常

態化が想定されます。テレワークを推進するためには社内ネットワーク（クラウド含む）、及び自宅利用のクラ

イアント等、全てのセキュリティレベルが、テレワーク普及前と同等に確保されることが必須となりますので、

このニーズに応えるソリューションがHysolateになります。

 業績につきましては、緊急事態宣言に伴う外出自粛要請により、一部案件においてシステムの導入規模や時期

が見直されるなどの影響を受け、売上高は737百万円（前年同期比9.2％減）となりました。一方、コストについ

ては、在宅勤務を推進したことにより営業活動関連経費が抑制されたほか、貸倒引当金繰入の戻入を行ったこと

で販売費及び一般管理費は294百万円（前年同期比13.7％減）となりました。その結果、各段階利益につきまし

ては、営業利益０百万円（前年同期は24百万円の営業損失）、経常利益２百万円（前年同期は24百万円の経常損

失）、四半期純損失５百万円（前年同期は28百万円の四半期純損失）となりました。

 なお、当社では事業セグメントをネットワークセキュリティ事業のみとしております。

 

（財政状態） 

 当第１四半期末の総資産額は2,340百万円となり、前事業年度末に比べ62百万円減少しました。これは主に、

売掛金が91百万円減少した一方、貸倒引当金17百万円の戻入があったことなどによるものであります。

 負債合計は804百万円となり、前事業年度末に比べ55百万円減少しました。これは主に、買掛金が87百万円減

少した一方、未払金が48百万円増加したことなどによるものであります。

 純資産合計は1,535百万円となり、前事業年度末に比べ６百万円減少しました。これは主に、四半期純損失５

百万円の計上があったことなどによるものであります。その結果、自己資本比率は65.6％となり、前会計年度末

比で1.4ポイント増加しております。
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（２）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期累計期間において事業上及び財務上において新たに対処すべき課題について発生した事項はあり

ません。

 

（３）研究開発活動

 該当事項はありません。

 

（４）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

 当第１四半期累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通しについて、

重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 13,680,000

計 13,680,000

 

②【発行済株式】

種類 
第１四半期会計期間
末現在発行数（株） 
(2020年６月30日) 

提出日現在発行数（株） 
（2020年８月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 3,815,734 3,815,734 

東京証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

単元株式数 

100株 

計 3,815,734 3,815,734 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2020年４月１日～

2020年６月30日
－ 3,815,734 － 771,110 － 705,200

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2020年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

        2020年６月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等）   100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,812,400 38,124 － 

単元未満株式 普通株式 3,234 － － 

発行済株式総数   3,815,734 － － 

総株主の議決権   － 38,124 － 

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（2020年４月１日から2020年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(2020年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(2020年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 974,077 965,405 

売掛金 763,611 672,151 

商品及び製品 74,383 83,041 

仕掛品 6,959 5,214 

貯蔵品 214 414 

前払費用 31,634 40,939 

その他 346 9,240 

貸倒引当金 △17,015 △13 

流動資産合計 1,834,212 1,776,393 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 30,430 29,775 

工具、器具及び備品（純額） 244,815 231,655 

土地 1,854 1,854 

有形固定資産合計 277,100 263,285 

無形固定資産 6,500 21,803 

投資その他の資産 285,583 279,123 

固定資産合計 569,184 564,212 

資産合計 2,403,396 2,340,606 

 

- 7 -



 

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(2020年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(2020年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 245,132 157,432 

短期借入金 200,000 200,000 

未払金 109,180 157,296 

未払費用 37,149 41,279 

未払法人税等 24,730 4,109 

未払消費税等 31,485 37,586 

前受金 13,501 59,507 

預り金 5,816 6,090 

前受収益 24,272 － 

賞与引当金 56,313 27,819 

その他 365 364 

流動負債合計 747,948 691,487 

固定負債    

退職給付引当金 112,611 113,158 

固定負債合計 112,611 113,158 

負債合計 860,559 804,645 

純資産の部    

株主資本    

資本金 771,110 771,110 

資本剰余金 705,200 705,200 

利益剰余金 73,259 67,953 

自己株式 △369 △369 

株主資本合計 1,549,199 1,543,893 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 △6,363 △7,932 

評価・換算差額等合計 △6,363 △7,932 

純資産合計 1,542,836 1,535,960 

負債純資産合計 2,403,396 2,340,606 
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期累計期間 
(自 2019年４月１日 
 至 2019年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年６月30日) 

売上高 812,292 737,934 

売上原価 495,822 443,099 

売上総利益 316,469 294,835 

販売費及び一般管理費 341,065 294,220 

営業利益又は営業損失（△） △24,596 614 

営業外収益    

為替差益 － 481 

投資事業組合運用益 － 2,592 

その他 1,448 713 

営業外収益合計 1,448 3,787 

営業外費用    

支払利息 349 350 

為替差損 182 － 

投資事業組合運用損 392 1,752 

その他 － 2 

営業外費用合計 924 2,104 

経常利益又は経常損失（△） △24,071 2,297 

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △24,071 2,297 

法人税、住民税及び事業税 572 572 

法人税等調整額 4,250 7,030 

法人税等合計 4,823 7,603 

四半期純損失（△） △28,895 △5,306 
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【注記事項】

（追加情報）

 前事業年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期

等を含む仮定について重要な変更はありません。 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間

（自  2019年４月１日
至  2019年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自  2020年４月１日
至  2020年６月30日）

減価償却費 27,413千円 33,414千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日）

 配当金支払額

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日）

 配当金支払額

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

前第１四半期累計期間（自2019年４月１日 至2019年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自2020年４月１

日 至2020年６月30日）

【セグメント情報】

 当社はネットワークセキュリティ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 2019年４月１日
至 2019年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額(△） △7円57銭 △1円39銭

（算定上の基礎）    

四半期純損失金額(△）（千円） △28,895 △5,306

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額(△）（千円） △28,895 △5,306

普通株式の期中平均株式数（株） 3,815,636 3,815,596

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書  

2020年８月12日

株式会社アズジェント 

取締役会 御中 

仰星監査法人 

東京事務所 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 岩渕  誠 印 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 宮島  章  印 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アズジ 

ェントの2020年４月１日から2021年３月31日までの第24期事業年度の第１四半期会計期間（2020年４月１日から2020年６

月30日まで）及び第1四半期累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アズジェントの2020年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなか 

った。

監査人の結論の根拠

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。



 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存

続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。 

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）1.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

    2.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2020年８月13日

【会社名】 株式会社アズジェント

【英訳名】 Asgent, Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 杉本 隆洋

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都中央区明石町６番４号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長杉本隆洋は、当社の第24期第１四半期（自2020年４月１日 至2020年６月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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